
【重要な会計方針】

当事業年度より、改訂後の独立行政法人会計基準を適用して、財務諸表等を作成してお

ります。

１．運営費交付金収益の計上基準

(1) 看護専門学校事業、勤労者予防医療センター事業の業務経費

期間進行基準を採用しております。

(2) 上記（看護専門学校事業、勤労者予防医療センター事業の業務経費）以外

費用進行基準を採用しております。

これは、当機構の業務は多岐に亘っており、それぞれが複雑に関連していること等か

ら、看護専門学校事業、勤労者予防医療センター事業の業務経費以外については、個々

の業務の達成度の把握や一定の期間の経過を業務の進行とみなすことについて客観的

な基準が示せず、業務と交付金の対応関係を示すことが困難であることから、業務達成

基準、期間進行基準を採用しておりません。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産の評価基準及び評価方法は総平均法による低価法を採用しております。

３．減価償却の会計処理方法

(1) 有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物 6 ～ 47 年

構築物 10 ～ 50 年

器具・備品 4 ～ 20 年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額については、

損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

ソフトウェア 5 年

４．貸倒引当金・求償権償却引当金の計上基準

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権の貸倒引当金は、貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等の特定の債権の貸倒引当金等は、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。



５．賞与引当金の計上基準

(1) 労災病院事業

労災病院事業については、運営費交付金等により財源措置がなされていないため、職

員に対して支給する賞与の支出に備え、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上して

おります。

(2) 労災病院事業以外

賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため賞与に係る引当金は計

上しておりません。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、当事業年度末の

引当外賞与見積額から前事業年度末の引当外賞与見積額を控除した額を計上しており

ます。

６．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

(1) 労災病院事業

労災病院事業については、運営費交付金等により財源措置がなされていないため、職

員の退職給付に備え、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき引当金を計上しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間内の一定

の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。

(2) 労災病院事業以外

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係

る引当金は計上しておりません。

厚生年金基金から支給される年金給付については、運営費交付金により厚生年金基金

への掛金及び年金基金積立不足額に関して財源措置がなされるため、退職給付に係る引

当金は計上しておりません。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額のうち、退

職一時金に係る債務については、事業年度末に在籍する役職員について、当事業年度末

の退職給付見積額から前事業年度末の退職給付見積額を控除した額から、退職者に係る

前事業年度末の退職給付見積額を控除した額とし、厚生年金基金に係る年金債務につい

ては、年金債務に係る当事業年度末の退職給付見積額から前事業年度末の退職給付見積

額を控除した額を計上しております。

７．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券

償却原価法（定額法）

８．未収財源措置予定額の計上基準

融資資金貸付金の回収業務について、その債権の貸倒償却が行われた場合には償却した

事業年度に償却相当額が補助金交付されることから貸倒引当金の額に相当する額を計上

しております。



９．資産見返補助金等の計上方法

未払賃金代位弁済求償権及び援護資金貸付金について、貸付金等の残高から貸倒引当金

を控除した額等を計上しております。

10．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

(1) 国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の

計算方法

近隣の地代や賃貸料等を参考に計算しております。

(2) 政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

10年利付国債の平成23年3月末利回りを参考に1.255％で計算しております。

11．リース取引の処理方法

リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。

リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。

12．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引

き出し可能な預金からなっております。

13．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

【重要な会計方針の変更】

（資産除去債務に係る会計処理）

当事業年度より改訂後の独立行政法人会計基準第91（注解68）を適用しております。こ

れによる損益及び行政サービス実施コストに与える影響は軽微であります。

【注記事項】

〔貸借対照表関係〕

１．運営費交付金の国からの財源措置から充当されるべき賞与の見積額

508,069,155 円

２．運営費交付金の国からの財源措置から充当されるべき退職給付の見積額

16,302,010,169 円

※３．〔金融商品の状況及び時価等の関係〕

（１）金融商品の状況に関する事項

当法人は、資金運用については、預金及び公債に限定し、金融機関からの借入により資

金を調達しております。



未収債権等に係る顧客の信用リスクは、会計細則等に沿ってリスク低減を図っておりま

す。また、投資有価証券は、独立行政法人通則法第４７条の規定等に基づき、公債のみを

保有しており株式等は保有しておりません。

借入金の使途は労働安全衛生融資業務に係る貸付金財源の借換資金であり、主務大臣に

より認可された資金計画に従って、資金調達を行っております。

（２）金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項

(1)現金及び預金、(2)医業未収金、(4)未収金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。

(3)有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によってお

ります。

(5)融資資金貸付金、(6)援護資金貸付金、(7)破産更生債権等、(8)未払賃金代位弁済求償権

これらについては、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているた

め、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、

当該価額をもって時価としております。

(9)１年以内返済長期借入金、(10)買掛金、(11)未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。

（単位：円）

貸借対照表 時価 差額

計上額

(1) 現金及び預金 58,102,034,495 58,102,034,495 ―

(2) 医業未収金 43,247,940,024 43,247,940,024 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券

（満期保有目的の債券）

(4) 未収金 651,271,011 651,271,011 ―

(5) 融資資金貸付金 1,277,616,819 1,277,616,819 ―

(6) 援護資金貸付金 25,031,979 25,031,979 ―

(7) 破産更生債権等 298,682,425 298,682,425 ―

(8) 未払賃金代位弁済求償権 13,182,905,787 13,182,905,787 ―

(9) １年以内返済長期借入金 (3,015,384,000) (3,015,384,000) （―）

(10) 買掛金 (13,459,014,683) (13,459,014,683) （―）

(11) 未払金 (22,003,915,594) (22,003,915,594) （―）

（注）負債に計上されているものは、（ ）で示しております。

61,917,196,745 61,990,920,000 73,723,255



※４．〔資産除去債務に関する事項〕

（１）資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

ア 当該資産除去債務の概要

水質汚濁防止法上の特定施設に該当する当法人の病院敷地について、土壌汚染対策

法に基づく土壌汚染調査が義務付けられていることから、その履行時期が明らかにな

ったものについて、当該義務に係る資産除去債務を計上しております。

イ 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間は、平成23年度までとしております。当期首からの使用見込期間が短

期間であるため、資産除去債務の算定にあたり、割引計算は行っておりません。

ウ 当該事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

当事業年度における資産除去債務の残高の推移は以下のとおりであります。

期首残高（注） 6,058,500 円

有形固定資産の取得に伴う増加額 －

見積りの変更による影響額 －

時の経過による調整額 －

資産除去債務の履行による減少額 －

当事業年度末残高 6,058,500 円

（注）当事業年度より独立行政法人会計基準第39「資産除去債務に係る会計処理」

を適用したことによる期首における残高を記載しております。

（２）貸借対照表に計上している以外の資産除去債務

水質汚濁防止法上の特定施設に該当する当法人の病院敷地について、土壌汚染対策

法に基づく土壌汚染調査が義務付けられておりますが、その履行時期が明らかになっ

ていないものについては、これらの債務履行に係る費用を合理的に見積もることがで

きないため、当該義務に係る資産除去債務を計上しておりません。

〔損益計算書関係〕

※５．医療事業費 経費の内訳

謝金 15,025,435,015 円

光熱水費 4,107,127,906 円

修繕費 2,208,533,182 円

賃借料 3,313,631,618 円

雑役務費 7,103,388,163 円

業務委託費 17,449,680,390 円

その他 9,612,584,111 円

計 58,820,380,385 円



※６．医療事業費 材料費の内訳

薬品費 35,502,650,852 円

診療材料費 23,411,759,735 円

医療消耗備品費 8,080,397,056 円

その他 924,611,921 円

計 67,919,419,564 円

※７．未払賃金立替払業務費用の内訳

求償権償却引当金繰入 18,572,651,377 円

※８．一般管理費 経費の内訳

謝金 680,932,550 円

賃借料 528,545,015 円

雑役務費 311,239,622 円

業務委託費 245,731,583 円

その他 946,449,263 円

計 2,712,898,033 円

※９．医療事業収入の内訳

入院収入 192,273,358,620 円

外来収入 71,651,053,589 円

その他 8,066,731,058 円

計 271,991,143,267 円

〔キャッシュ・フロー計算書関係〕

※10．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 58,102,034,495 円

現金及び預金勘定のうち定期預金 △ 7,880,102,557 円

資金期末残高 50,221,931,938 円

11．重要な非資金取引

ファイナンス・リースによる資産の取得 7,512,157,777 円

〔行政サービス実施コスト計算書関係〕

※12．引当外賞与見積額

①当事業年度末の引当外賞与見積額 508,069,155 円

②前事業年度末の引当外賞与見積額 525,762,247 円

(差引)引当外賞与見積額(①－②) △ 17,693,092 円



※13．引当外退職給付増加見積額

①当事業年度末の退職給付見積額 17,956,596,894 円

②前事業年度末の退職給付見積額 17,005,691,064 円

③退職者に係る前事業年度末退職給付見積相当額 882,416,840 円

(差引)引当外退職給付増加見積額(①－②－③) 68,488,990 円

※14．引当外退職給付増加見積額のうち国又は地方公共団体からの出向役職員に係るもの

人数 76 名

期間中における純増加額 96,839,250 円

15．行政サービス実施コストのうち労災病院の運営に係るもの

業務費用

損益計算書上の費用 269,856,555,829 円

(控除)自己収入等 △ 270,910,267,778 円

損益外減価償却相当額 499,725 円

損益外減損損失相当額 74,378,677 円

損益外除売却差額相当額 △ 18,404,493 円

引当外退職給付増加見積額 1,863,600 円

機会費用 2,378,088,886 円

行政サービス実施コスト 1,382,714,446 円

※16．〔退職給付関係〕

（１）採用している退職給付制度の概要

採用している退職給付制度は、厚生年金基金制度及び退職一時金制度です。

（２）退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 305,608,386,259 円

②未認識数理計算上の差異 △ 16,757,950,815 円

③年金資産 △ 75,676,754,412 円

退職給付引当金 213,173,681,032 円

注）労災病院事業以外については、退職給付引当金は計上しておりません。

（３）退職給付費用に関する事項

Ⅰ．労災病院事業に係るもの

①勤務費用 13,228,335,568 円

②利息費用 5,390,893,690 円

③期待運用収益 △ 1,911,446,539 円

④掛金拠出金 △ 2,530,471,135 円

⑤数理計算上の差異の費用処理額 2,476,795,347 円

退職給付費用 16,654,106,931 円

Ⅱ．労災病院事業以外に係るもの

①掛金拠出額 238,940,736 円

②退職手当 882,416,840 円



退職給付費用 1,121,357,576 円

注）退職手当は退職一時金制度に係る引当外退職給付に係る当期支給額であります。

（４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①割引率

1.8％

②期待運用収益率（厚生年金基金制度）

2.5％

③退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準

④数理計算上の差異の処理年数

厚生年金基金制度 ７年

退職一時金制度 ９年

注）費用処理は発生の翌事業年度からそれぞれの処理年数で行っております。

※詳細説明は、「事業報告書 ４．財務情報」の「（１）財務諸表の概況」に記載して

おります。

17．〔重要な債務負担行為〕

以下の工事契約を締結しております。

(1)九州労災病院増改築工事 1,288,656,500 円

(2)岡山労災病院増改築工事 5,817,105,000 円

(3)熊本労災病院増改築工事 2,520,687,500 円

(4)総合せき損センター増改築工事 6,807,150,000 円

※18．〔固定資産の減損関係〕

Ⅰ 減損を認識した固定資産

(1) 北海道中央労災病院せき損センター職員宿舎他５件

ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用 途 職員宿舎等

場 所 北海道美唄市他

種類及び帳簿価額 建物等 帳簿価額 229,847,090円

土 地 帳簿価額 124,668,071円

イ 減損の認識に至った経緯

固定資産が使用されている範囲について、当該資産の使用可能性が著しく低下し

ており、当該資産の全部の使用が想定されていないため、減損を認識しております。

ウ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資

産ごとの内訳



種 類 損益計算書に計上した金額 損益計算書に計上していない金額

建 物 － 209,946,959円

構築物 － 19,899,803円

土 地 － －

エ 減損の兆候の有無について、複数の固定資産を一体として判定した場合における、

当該資産の概要及び当該資産が一体としてそのサービスを提供すると認めた理由

職員宿舎等は、建物・設備が一体となって初めて成り立つものであり、建物・構

築物を一体としてそのサービスを提供するものと認められました。

オ 回収可能サービス価額

建物等 正味売却価額としております。

正味売却価額の算定に当たっては、売却見込みがないため備忘価額を用

いております。

土 地 正味売却価額としております。

正味売却価額の算定に当たっては、路線価に基づいており、帳簿価額を

下回っていないため、減損損失は計上しておりません。

(2) 青森労災病院職員宿舎他５件

ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用 途 職員宿舎

場 所 青森県八戸市他

種類及び帳簿価額 建物等 帳簿価額 7,359,377円

土 地 帳簿価額 234,612,101円

イ 減損の認識に至った経緯

固定資産が使用されている範囲について、当該資産の使用可能性が著しく低下し

ており、当該資産の全部の使用が想定されていないため、減損を認識しております。

ウ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資

産ごとの内訳

種 類 損益計算書に計上した金額 損益計算書に計上していない金額

建 物 － 6,866,155円

構築物 － －

土 地 － 63,793,453円

エ 回収可能サービス価額

建物等 正味売却価額としております。

正味売却価額の算定に当たっては、不動産鑑定評価額を用いております。

土 地 正味売却価額としております。

正味売却価額の算定に当たっては、不動産鑑定評価額を用いております。



(3) 水上荘他１件

ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用 途 休養所

場 所 群馬県利根郡他

種類及び帳簿価額 土 地 帳簿価額 59,470,000円

イ 減損の認識に至った経緯

固定資産が使用されている範囲について、当該資産の使用可能性が著しく低下し

ており、当該資産の全部の使用が想定されていないため、減損を認識しております。

ウ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資

産ごとの内訳

種 類 損益計算書に計上した金額 損益計算書に計上していない金額

土 地 － 8,428,400円

エ 回収可能サービス価額

土 地 正味売却価額としております。

正味売却価額の算定に当たっては、不動産鑑定評価額を用いております。

(4) 旧和歌山労災病院

ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用 途 病院跡地

場 所 和歌山県和歌山市

種類及び帳簿価額 土 地 帳簿価額 289,890,535円

イ 減損の認識に至った経緯

固定資産が使用されている範囲について、当該資産の使用可能性が著しく低下し

ており、当該資産の全部の使用が想定されていないため、減損を認識しております。

ウ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資

産ごとの内訳

種 類 損益計算書に計上した金額 損益計算書に計上していない金額

土 地 － －

エ 回収可能サービス価額

土 地 正味売却価額としております。

正味売却価額の算定に当たっては、不動産鑑定評価額に基づいており、

帳簿価額を下回っていないため、減損損失は計上しておりません。

Ⅱ 減損の兆候が認められた固定資産（減損を認識した場合を除く）

(1) 北海道中央労災病院せき損センター看護師宿舎

ア 減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用 途 看護師宿舎

場 所 北海道美唄市他

種類及び帳簿価額 建 物 帳簿価額 136,462,740円



イ 認められた減損の兆候の概要

固定資産が使用されている範囲について、当該資産の使用可能性が著しく低下し

ているため、減損の兆候が認められました。

ウ 当該資産の全部又は一部について、将来の使用の見込みが客観的に存在している

根拠

全80戸の内、未使用となっている49戸についても、経常的な保守管理を行ってお

り、今後も職員の入居が見込まれているため、減損の認識に至りませんでした。

(2) 労災リハビリテーション宮城作業所他２件

ア 減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用 途 労災リハビリテーション作業所

場 所 宮城県宮城郡他

種類及び帳簿価額 建物等 帳簿価額 386,766,303円

イ 認められた減損の兆候の概要

固定資産が使用されている範囲について、当該資産の使用可能性が著しく低下し

ているため、減損の兆候が認められました。

ウ 減損の兆候の有無について、複数の固定資産を一体として判定した場合における、

当該資産の概要及び当該資産が一体としてそのサービスを提供すると認めた理由

作業所は、建物・設備が一体となって初めて成り立つものであり、建物を一体と

してそのサービスを提供するものと認められました。

エ 当該資産の全部又は一部について、将来の使用の見込みが客観的に存在している

根拠

全75室の内、未使用となっている45室についても、経常的な保守管理を行ってお

り、今後も入所が見込まれているため、減損の認識に至りませんでした。

Ⅲ 独立行政法人自らが固定資産の全部又は一部につき使用しないという決定を行っ

た場合であって、その決定が翌事業年度以降の特定の日以後使用しないという決定を

した固定資産

(1) 九州労災病院

ア 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所等の概要

用 途 病院

場 所 福岡県北九州市

イ 使用しなくなる日 平成２３年５月５日

ウ 使用しないという決定を行った経緯及び理由

九州労災病院は移転新築工事を行っており、新病院での診療を開始予定であるこ

とから、既存建物等は使用しないという決定を行いました。

エ 将来の使用しなくなる日における固定資産の種類、帳簿価額、回収可能サービス

価額及び減損の見込額

種類及び帳簿価額 建物等 当事業年度の期末帳簿価額 542,978,635円

土 地 当事業年度の期末帳簿価格 2,743,933,965円



回収可能サービス価額及び減損額の見込額は、算定が困難なため記載しておりま

せん。

(2) 千葉労災病院

ア 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所等の概要

用 途 病院

場 所 千葉県市原市

イ 使用しなくなる日 平成２５年度(予定)

ウ 使用しないという決定を行った経緯及び理由

千葉労災病院は増改築工事を行う予定となっており、一部の既存建物等は使用し

ないという決定を行いました。

エ 将来の使用しなくなる日における固定資産の種類、帳簿価額、回収可能サービス

価額及び減損の見込額

種類及び帳簿価額 建物等 当事業年度の期末帳簿価額 568,508,911円

回収可能サービス価額及び減損額の見込額は、算定が困難なため記載しておりま

せん。

(3) 岡山労災病院

ア 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所等の概要

用 途 病院

場 所 岡山県岡山市

イ 使用しなくなる日 平成２５年度(予定)

ウ 使用しないという決定を行った経緯及び理由

岡山労災病院は増改築工事を行う予定となっており、一部の既存建物等は使用し

ないという決定を行いました。

エ 将来の使用しなくなる日における固定資産の種類、帳簿価額、回収可能サービス

価額及び減損の見込額

種類及び帳簿価額 建物等 当事業年度の期末帳簿価額 436,357,740円

回収可能サービス価額及び減損額の見込額は、算定が困難なため記載しておりま

せん。

(4) 熊本労災病院

ア 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所等の概要

用 途 病院

場 所 熊本県八代市

イ 使用しなくなる日 平成２５年度(予定)

ウ 使用しないという決定を行った経緯及び理由

熊本労災病院は増改築工事を行う予定となっており、一部の既存建物等は使用し

ないという決定を行いました。

エ 将来の使用しなくなる日における固定資産の種類、帳簿価額、回収可能サービス

価額及び減損の見込額



種類及び帳簿価額 建物等 当事業年度の期末帳簿価額 134,943,103円

回収可能サービス価額及び減損額の見込額は、算定が困難なため記載しておりま

せん。

(5) 総合せき損センター

ア 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所等の概要

用 途 病院

場 所 福岡県飯塚市

イ 使用しなくなる日 平成２６年度(予定)

ウ 使用しないという決定を行った経緯及び理由

総合せき損センターは増改築工事を行う予定となっており、一部の既存建物等は

使用しないという決定を行いました。

エ 将来の使用しなくなる日における固定資産の種類、帳簿価額、回収可能サービス

価額及び減損の見込額

種類及び帳簿価額 建物等 当事業年度の期末帳簿価額 605,205,538円

回収可能サービス価額及び減損額の見込額は、算定が困難なため記載しておりま

せん。

(6) 労災リハビリテーション千葉作業所

ア 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所等の概要

用 途 被災労働者（外傷性せき髄損傷者及び両下肢に重度の障害を受けた者）

の社会復帰の促進のためのリハビリテーション作業施設

場 所 千葉県長生郡

イ 使用しなくなる日 平成２４年３月３１日

ウ 使用しないという決定を行った経緯及び理由

入所率の低下等の運用実績を踏まえ、作業所の効率化、有効利用の観点から、使

用しないという決定を行いました。

エ 将来の使用しなくなる日における固定資産の種類、帳簿価額、回収可能サービス

価額及び減損の見込額

種類及び帳簿価額 建物等 当事業年度の期末帳簿価額 242,966,523円

土 地 当事業年度の期末帳簿価額 178,672,934円

回収可能サービス価額及び減損額の見込額は、算定が困難なため記載しておりま

せん。

(7) 労災リハビリテーション福井作業所

ア 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所等の概要

用 途 被災労働者（外傷性せき髄損傷者及び両下肢に重度の障害を受けた者）

の社会復帰の促進のためのリハビリテーション作業施設

場 所 福井県鯖江市

イ 使用しなくなる日 平成２５年３月３１日

ウ 使用しないという決定を行った経緯及び理由



入所率の低下等の運用実績を踏まえ、作業所の効率化、有効利用の観点から、使

用しないという決定を行いました。

エ 将来の使用しなくなる日における固定資産の種類、帳簿価額、回収可能サービス

価額及び減損の見込額

種類及び帳簿価額 建物等 当事業年度の期末帳簿価額 30,243,962円

土 地 当事業年度の期末帳簿価額 496,916,201円

回収可能サービス価額及び減損額の見込額は、算定が困難なため記載しておりま

せん。

(8) 労災リハビリテーション愛知作業所

ア 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所等の概要

用 途 被災労働者（外傷性せき髄損傷者及び両下肢に重度の障害を受けた者）

の社会復帰の促進のためのリハビリテーション作業施設

場 所 愛知県瀬戸市

イ 使用しなくなる日 平成２５年３月３１日

ウ 使用しないという決定を行った経緯及び理由

入所率の低下等の運用実績を踏まえ、作業所の効率化、有効利用の観点から、使

用しないという決定を行いました。

エ 将来の使用しなくなる日における固定資産の種類、帳簿価額、回収可能サービス

価額及び減損の見込額

種類及び帳簿価額 建物等 当事業年度の期末帳簿価額 221,034,683円

回収可能サービス価額及び減損額の見込額は、算定が困難なため記載しておりま

せん。

19．〔不要財産に係る国庫納付等の関係〕

１ 労災リハビリテーション北海道作業所本体

(1) 不要財産としての国庫納付等を行った資産の種類、帳簿価額等の概要

用 途 被災労働者（外傷性せき髄損傷者及び両下肢に重度の障害を受けた者）の

社会復帰の促進のためのリハビリテーション作業施設

場 所 北海道美唄市

種類及び帳簿価額 土地等 帳簿価額 30,820,125円

(2) 不要財産となった理由

当作業所は、新規入所者の減少、在所者の長期滞留化・高齢化が進み、当初の社会

的使命を果たす状況ではないこと。

平成１７年度に、厚生労働省の独立行政法人評価委員会から作業所の効率化、有効

利用の観点から制度そのものの抜本的な見直しが必要であること、総務省の政策評

価・独立行政法人評価委員会から施設収容中心から地域福祉、在宅福祉中心への政策

転換に対応するとともに、入所率の低下等の運営実績も踏まえ、廃止を含む在り方の

見直しに資する評価を行うべきであること等の指摘を受けたこと。

(3) 国庫納付等の方法

現物納付による国庫納付（独立行政法人通則法第46条の２第１項）



(4) 国庫納付等が行われた年月日 平成23年3月31日

(5) 減資額 142,693,907円

２ 労災リハビリテーション広島作業所

(1) 不要財産としての国庫納付等を行った資産の種類、帳簿価額等の概要

用 途 被災労働者（外傷性せき髄損傷者及び両下肢に重度の障害を受けた者）の

社会復帰の促進のためのリハビリテーション作業施設

場 所 広島県呉市

種類及び帳簿価額 土地等 帳簿価額 131,361,607円

(2) 不要財産となった理由

当作業所は、新規入所者の減少、在所者の長期滞留化・高齢化が進み、当初の社会

的使命を果たす状況ではないこと。

平成１７年度に、厚生労働省の独立行政法人評価委員会から作業所の効率化、有

効利用の観点から制度そのものの抜本的な見直しが必要であること、総務省の政策評

価・独立行政法人評価委員会から施設収容中心から地域福祉、在宅福祉中心への政策

転換に対応するとともに、入所率の低下等の運営実績も踏まえ、廃止を含む在り方の

見直しに資する評価を行うべきであること等の指摘を受けたこと。

(3) 国庫納付等の方法

現物納付による国庫納付（独立行政法人通則法第46条の２第１項）

(4) 国庫納付等が行われた年月日 平成23年3月31日

(5) 減資額 328,070,187円

３ 労災リハビリテーション北海道作業所職員宿舎等

(1) 不要財産としての国庫納付等を行った資産の種類、帳簿価額等の概要

用 途 職員宿舎等

場 所 北海道美唄市

種類及び帳簿価額 土地等 帳簿価額 11,002,052円

(2) 不要財産となった理由

当作業所は、新規入所者の減少、在所者の長期滞留化・高齢化が進み、当初の社会

的使命を果たす状況ではないこと。

平成１７年度に、厚生労働省の独立行政法人評価委員会から作業所の効率化、有効

利用の観点から制度そのものの抜本的な見直しが必要であること、総務省の政策評

価・独立行政法人評価委員会から施設収容中心から地域福祉、在宅福祉中心への政策

転換に対応するとともに、入所率の低下等の運営実績も踏まえ、廃止を含む在り方の

見直しに資する評価を行うべきであること等の指摘を受けたこと。

(3) 国庫納付等の方法

譲渡収入による国庫納付（独立行政法人通則法第46条の２第２項）

(4) 譲渡収入による現金納付等を行った資産に係る譲渡収入の額

11,002,000円（内消費税及び地方消費税額０円）

(5) 国庫納付等に当たり譲渡収入により控除した費用の額 0円

(6) 国庫納付等の額 11,002,000円



(7) 国庫納付等が行われた年月日 平成23年3月25日

(8) 減資額 52,035,875円

20．〔東日本大震災による影響について〕

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災による、当機構の被害の状況等は

以下のとおりであります。

（１）被災した施設の概要

以下の施設において、建物等の一部が損傷するなどの被害が発生しております。

・青森労災病院（青森県八戸市）

・東北労災病院（宮城県仙台市）

・福島労災病院（福島県いわき市）

・東北労災病院看護専門学校（宮城県仙台市）

（２）損害額等

被災した施設の修繕費用として 736,934,000 円を見積もっておりますが、これに

対応する財源措置が見込まれることから、独立行政法人会計基準第 17 条第 2 項に

基づき、災害損失引当金は計上しておりません。


